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第 573 回 個人事業者の年収を調べてみた！ 
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我国には個人事業者と言われる「法人でない事業者」が頑張っている。 

その割合は、中小企業全体の 16.2％に当たる。「平成 25 年中小企業実態基本調査」(経済産

業省)によると、１事業所当たりの売上高は、1,383 万円となっている。 

個人事業者は、とりわけライセンス業の専門サービス業に多いようだ。一部法人もあるが、

学術・開発研究機関、技術サービス業、士業等専門サービス業の、１事業所当たり年間売

上高１億 2,730 万円（H23 年専門サービス業調査：経済産業省)というデータがある。 

 

医師の場合である。病院勤務医の平均年収は 1,479 万円であったのに対し、開業医の平均

年収は 2,500 万円ほどだ（平成 21 年度「医療経済実態調査」）。ちなみに診療科別でみると、眼科 約 

3,500 万円、小児科 3,300 万円、精神科 2,600 万円、産婦人科 2,600 万円、皮膚科 2,600

万円、整形外科 2,100万円、内科 1,900万円、耳鼻咽喉科 1,900万円、外科 1,400万円等

あくまで平均データである。 

歯科医師は（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）、平成 24 年の推定される平均年収は 679 万円、

開業歯科医師の年収は 1,400 万円というデータがある。 

 

弁護士の所得は平均 1,701 万円(2000 年日弁連)。500 万円未満、1,000 万円未満が 4 割を占め

ている。更に 2004 年に実施した｢弁護士実勢調査｣では、回答者のうち 4.8％が｢申告した収

入額｣を 1億円以上とし、そのほとんどが渉外弁護士だった。しかし高所得のイメージが強い

弁護士でも、年収 200 万円未満の人が出始めている。 

税理士(日税連調べ)。税理士の平均年収は 900 万円前後、それに対して勤務税理士の平均年

収が700 万円前後といわれている。もちろんピンキリで、開業税理士の平均年収が 3,000 万

円以上は全体の約 4％、1 億円以上は 0.1％に過ぎず、「300 万円未満」の税理士が 24.0％

である。 

社会保険労務士（H22 厚生労働省）の平均年収は 760 万円。特定社会保険労務士の取得や労

務相談・指導などのコンサルティングによって、年収 1,000 万円～2,000 万円の収入もある。 

行政書士は年間売上高500万円未満という回答が、実に全体の約76％を占めでいる(日行連)。

しかし専業行政書士の一割が年商 1,000 万円以上という実態もある。 

中小企業診断士（中企庁のアンケート調査）の平均年収は約780万円、3,000万円以上2.1％であっ

た。事務所を構えて独立開業している人は全体の 3 割程度、残りの 7 割は企業に雇われて

いる「企業内診断士」という事になり、年収はそれほど高くない。 

 

ちなみにサラリーマンの世界、「平成 24年民間給与実態統計調査」によると年収 1,000 万円

を超える人口の割合は男女計で 3.8％、男性で 5.8％、女性で 0.8％となっている。 



【参考資料】 

 

 

１．パイロット 平均年収 1,152 万円 

主な航空会社のパイロットの平均年収はANAが1,981 万円、JALは 1,834万円、スカイマー

クは 803 万円など 

 

２．大学教授 1,081 万円 

一般的に大学教授で 1,000 万円を超えてくる。准教授、講師はさらに低い。私立、国立など

種別によっても大きく異なる。 

 

３．大手総合商社勤務 

主な総合商社の平均年収は三菱商事が 1,419 万円、伊藤忠商事 1,389 万円、三井物産

1,363 万円、住友商事 1,309 万円、丸紅 1,222 万円。 

 

４．大手テレビ局勤務 

主な大手テレビ局の平均年収はフジ・メディア・HD が 1,479 万円、TBS HD1,484 万円、日本

テレビ HD1,491 万円など。 

 

５．公務員職種 

①内閣総理大臣 5,141万円 ②最高裁長官 5,141万円 ③大臣 3,753万円 ④国会議員 

2,896 万円 ⑤都道府県知事 2,222 万円 

 

６．平均年収が 1000 万円超の企業は上場企業でわずか 1.6% 

従業員の平均年収が 1,000 万円以上の企業は、対象企業 3,599 社中わずか 60 社。割合で

はわずか 1.6％。さらに、この中には従業員数名の持株会社も含まれておりますので、実際

の事業会社での割合はさらに低くなる。また、対象企業3,599社は主に上場企業など大手企

業が占めているので、中小企業を含めた割合はさらに少なくなる。 

 

出典：「年収ラボ」 http://nensyu-labo.com/2nd_1000.htm 
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